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Ⅰ 認知症予防検討委員会の経緯および目的 

 

本格的な高齢社会を迎え、要介護高齢者は増え続けており、認知症は要介護認

定の原因疾患として、脳卒中や筋骨格系疾患と並んで大きな問題となってきた。 

練馬区では、平成 15 年４月から 10 月末における認定調査結果から、要介護認

定高齢者の６割になんらかの認知症の症状がみられ、本人の不安や家族介護の負

担など社会的に大きな影響を及ぼしている。 

平成 16 年度に実施された高齢者基礎調査によると、健康について知りたいこと

では認知症予防が第一位(28.5%)になり、区内高齢者の関心の高さを示している。

今後、早急に効果的な認知症予防事業を実施していく必要がある。 

     

１ 経緯 

 

（１）痴ほうケアシステム検討委員会（資料１参照） 

   区では、平成 16 年４月から「練馬区痴ほうケアシステム検討委員会」で、認知

症予防について検討をした結果、平成 17 年度に認知症予防検討委員会を立ち上げ、

啓発活動、人材の育成、認知症予防事業地域調査等を実施することになった。 

認知症予防事業を進めていく際、密接に関連してくる認知症相談については、

相談体制の確立、研修の充実、および医師による相談の充実などを図っていくこ

とにした。 

 

（２）認知症予防検討委員会準備会 

   平成 17 年３月、認知症予防検討委員会に先立ち、「痴ほうケアシステム検討委

員会」メンバーで構成する「認知症予防検討委員会準備会」を開催し、つぎのこ

とを検討した。 

①東京都老人総合研究所「地域型認知症予防プログラム」の導入（内容・理由

等） 

②練馬型認知症予防事業（平成 17 年度予算および事業概要、スケジュール案等） 

③平成 17 年度モデル地区の選定および認知症予防検討委員会設置内容  

        

２ 認知症予防検討委員会の設置目的 

   練馬区の高齢者が認知症予防への関心を高め、積極的に取り組めるような活動

の展開やシステムづくりについて検討するため、下記の目的で設置した。 

   ①関連部署における「認知症予防」の認識の共有化 

②練馬区での効果的な「認知症予防」の展開方法の検討 

③関連部署の役割分担の明確化 
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３ 検討課題 

   認知症予防事業の目的を達成するため、平成 17年４月から下記の項目について
検討した。 
①練馬型認知症予防事業（東京都老人総合研究所地域型認知症予防プログラム

の導入等） 
②認知症予防事業地域調査 

   ③練馬区の認知症相談体制 
④認知症予防の啓発 
 

Ⅱ 検討の進め方 
 

庁内関連部署が連携を図り総合的に検討する目的で、４部 12 課の職員をメン
バーとする検討委員会を設置した。なお、現場の実態を踏まえて具体的に検討す

るため、検討委員会の下に、庁内職員で構成する作業委員会と、区民（区民有識

者３名と公募区民６名）で構成する「認知症予防地域懇談会」を設けて検討を進

めた。 
 

Ⅲ 検討のまとめ 
 

１ 練馬区における認知症予防事業 

 

（１）現状と課題 

現状では、認知症予防教室などの講座が実施されているが、本人の意識啓発

にとどまった内容となっている。また、認知症になるリスクの高い高齢者につ

いて、早期からの効果的な対応や、認知症予防を目的とした具体的な活動が不

十分である。 

軽度認知障害をもつ高齢者は、地域高齢者の約２割から３割を占めるといわ

れており、「認知症予防」の対象者と考えられる人数は多い。区民が「認知症予

防」の方法を学んで、自立的な活動として取り組むことが求められている。 

そのためには、地域で認知症予防を推進する役割を担う人材を、区民の中か

ら育成していくことが必要である。 

 

（２）検討の方向性 

平成17年度は、検討委員会で認知症予防事業について検討するとともに、「認

知症予防事業地域調査」を実施し、練馬区の実情に合わせ具体的な実施計画に

反映させる。 
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平成 18 年度以降は、平成 17 年度の調査を踏まえ、東京都老人総合研究所 

方式を参考にして、「地域型認知症予防プログラム」（資料２参照）の展開を

めざす。また、区内の高齢者団体や自主グループが認知症予防の視点を取り入

れて活動できるよう支援する。 

これらの展開にあたっては、区民が推進員の役割を担うなど協力を得ながら、

認知症予防に向けた地域づくりをめざす。具体的な活動方法、あり方などにつ

いては、在宅介護支援センターなどと協議の上、推進員制度として位置づけら

れるよう検討する（資料３参照）。 

なお、認知症予防事業のスケジュールについては資料４の通りである。 

 

    ２ 認知症予防事業地域調査（資料５参照） 

 
（１）現状と課題 

認知症予防の対象には、健常な高齢者も含まれるが、認知症予備群の人たち 
が認知症になっていかないことが、最も効果的な認知症予防になる、といわれ

ている。しかし、加齢に伴う認知症予備群の把握や認知症発症のリスクに関わ

る日常生活習慣の実態把握がなされていない。  
また、高齢者が取り組みやすい活動などの把握が必要である。 

 
（２）検討の方向性 

平成 17 年度は、練馬区の実情に合わせた効果的な「認知症予防事業」を展
開するため、その基礎となる認知症予防に関連する高齢者の生活実態を把握す

る区全体調査を郵送法で実施する(２千件)。 
さらに、モデル地区（練馬総合福祉事務所管轄内）においては、認知症予防

に向けた地域づくりの基礎を形成することを目的とし、認知症予防推進員の中

から調査員としての研修を受けた者が、聞き取り法で実施する(１千件)。 
また、地域の活動団体実態調査や地域資源調査などを実施する。 
これらの調査を通じて認知症予防に関する啓発を図る。 

 

３ 認知症相談体制の確立 

 
（１）現状と課題 

認知症は早期に発見し適切な対応がなされることにより、進行を遅らせ、問

題行動の軽減を図るなど、重度化予防に役立つといわれている。 

今後、認知症予防事業を実施するにあたり、潜在していた認知症の相談が多

数寄せられることが予想される。それらに適切に対応するため、早急に認知症

相談体制の整備を進めていくことが求められており、今回検討課題として取り

上げた。 
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現行の認知症を含む介護の相談や精神保健相談体制は、総合福祉事務所、保

健相談所、在宅介護支援センターの相談体制で実施している。平成 16 年度の

練馬区痴ほうケアシステム検討委員会報告書では、相談体制の課題として、「痴

ほう相談について区の保健福祉相談窓口での連携が不十分である」等、５項目

が示されている（資料６参照）。 

これに基づき、実施初年度である平成 17 年度は、区民がどの相談窓口を訪
ねても必要な情報が得られ、福祉・医療・保健サービスにつながる相談体制の

整備を進めるため、関係機関が共通に利用できるパンフレットの作成および区

報特集等の実施を予定している。 
今年度開催された認知症予防地域懇談会では、「認知症 110番」の提案など、
分かりやすい相談体制および専門性を深めた方法や内容を伴う相談体制の確

立を望む意見が寄せられた。課題として区民に分かりやすい相談窓口の設置お

よび相談の質の向上が残されている。 
 

（２）検討の方向性 

平成 18 年度に創設される地域包括支援センターとの役割分担が確立するま

での間、現行の相談体制で一層の質の向上をめざし、つぎの施策を展開してい

く必要がある。 

①相談職員の研修、認知症に関する相談マニュアルおよび相談記録用紙の作

成など各関係機関協働による取り組み 

②保健相談所事業の精神科医による「精神保健相談」について、認知症の早

期発見、早期対応を充実させるため、平成 18 年度に「高齢者の精神保健

相談」と明確に打ち出して実施するための準備 

③認知症に詳しいかかりつけ医や、認知症専門医の充実を図るため、医師会

との定期的な協議の実施 

 

平成 18 年度以降は、資料７のとおり地域包括支援センターが認知症相談の

中心的役割を担い、区民からみて分かりやすい相談体制の確立を図ることが望

ましい。また、専門性を備えた相談体制に向けて、関係部署間で連携を図って

いく必要がある。 

 

４ 認知症予防の啓発 

（１）現状と課題  

現状では、認知症（予防）の啓発については、保健相談所（認知症予防教室）、

高齢者課（家族介護者教室）、在宅介護支援センターなど様々な機関で行われ

ている。しかし、認知症予防の対象者は多く、効果的な認知症予防の方法が十

分に区民に周知されていない。 
また、今後、関係部署における啓発内容の調整が必要である。 
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（２）検討の方向性   
平成 17 年度は、区民向けパンフレットを１万部作成し配布する。また、区

報に特集号を掲載し、一般区民対象の講演会や関係者向け研修会などを行う。 
高齢者が身近なところで情報を得られるよう、町会や自治会の協力のもと、

町会回覧板や掲示板を活用する。 
さらに、認知症予防推進員により情報の届きづらい人にも情報を届けるシス

テムを検討する。 

また、現在各部署で実施している啓発については、より効率的に展開するた

め、事業の重複がないよう関係部署で調整を図る。 
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Ⅵ 平成 17年度、18年度（案）の取り組み 
平成 17年度 
事業 主管課 
１ 認知症予防事業 

検討委員会の設置 
      作業委員会 
      地域懇談会 
    認知症予防推進員制度の検討 
      推進員の活動システムの検討 

推進員研修 
      モデル地区調査員研修 

 
事務局 介護予防担当課 
 
 
介護予防担当課・支援調整担

当課・総合福祉事務所 
介護予防担当課 
介護予防担当課 

２ 認知症予防地域調査 
    認知症予防対策高齢者生活実態調査 
      区全体調査 
      モデル地区調査 
    地域の活動団体実態調査 
    活動を実施していくための地域資源調査 

介護予防担当課 
 
 
 

３ 認知症相談体制の確立 
    認知症相談用パンフレット作成・配布 
    相談マニュアルおよび共通の記録用紙の作成

総合福祉事務所・保健相談

所・支援調整担当課 

４ 認知症予防の啓発 
    研修会・講演会 
    パンフレット作成・配布（１万部） 
    区報特集      

 
介護予防担当課・総合福祉事

務所・保健相談所・高齢者課

 
平成 18年度（予定実施事業）現在、予算案作成に向け検討中であり、変更になる可能性もある
１ 認知症予防事業 
    地域型認知症予防プログラムの実施 
    認知症予防推進員の育成・支援 
    各高齢者団体などへの支援 

介護予防担当課・総合福祉事

務所・保健相談所・高齢者課 
 

２ 認知症予防地域調査 
    報告書の作成 

結果報告会の開催 

介護予防担当課 

３ 認知症相談体制の充実 総合福祉事務所・保健相談

所・支援調整担当課 
４ 認知症予防の啓発 
    研修会・講演会 
    パンフレット作成・配布 
    区報特集 

 
介護予防担当課・総合福祉事

務所・保健相談所・高齢者課 
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Ⅴ 認知症予防検討委員会委員名簿 

１ 認知症予防検討委員会・作業委員会 

 職 部署 課 係 氏名 

1 委員長 保健福祉部長  犬塚 隆  

2 副委員長 保健所長  北島 和子 

3 委員 企画部 企画課長  琴尾 隆明 

4  区民部 地域振興課長       ＊  阿形 繁穂 

5  保健福祉部 管理課長          ＊  吉本 卓裕 

6   介護保険課長                 萱野 貴 

7   高齢者課長        ＊  石川 雅裕 

8   練馬総合福祉事務所長 ＊  高橋 誠司 

9   支援調整担当課長    ＊  大滝 雅弘 

10   大泉総合福祉事務所長 ＊  中里 伸之 

11  練馬区保健所 予防課長          ＊  西田 みちよ 

12  生涯学習部 スポーツ振興課長    ＊  岩田 高幸 

13 事務局  介護予防担当課長    ＊  紙崎 修 

14  企画部 企画課           企画主査        ＊ 風間 康子 

15  区民部 地域振興課 協働推進係長     ＊ 伊藤 安人 

16  保健福祉部 管理課            保健福祉計画主査  ＊ 金子 明子 

17   介護保険課 事業計画主査     ＊ 米 芳久 

18   高齢者課          事業計画主査     ＊ 北原 豊 

19                   いきがい係長     ＊ 坂本 みどり 

20   練馬総合福祉事務所  高齢者支援係長   ＊ 櫻井 路子 

21   保健医療相談主査  ＊ 大森 由美子 

22   支援調整担当課     高齢者調整係長   ＊ 折原 英信 

23   大泉総合福祉事務所 保健医療相談主査  ＊ 南 サワヨ 

24  練馬区保健所 予防課 保健指導主査     ＊ 野村 佐登美 

25   桜台保健相談所 地域保健係長     ＊ 奈良 利子 

26  生涯学習部 スポーツ振興課 振興係長        ＊ 雨宮 修 

27 事務局 保健福祉部 介護予防担当課       介護予防係長     ＊ 木村 たえ子 

＊印のある職員は認知症予防作業委員会委員を兼任 
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２ 認知症予防地域懇談会委員 

             職   氏 名 

1 町会代表      桜台自治会長 小泉 知定 

2 民生委員代表   練馬・中村地区代表副会長 礪波 睦子 

3 老人クラブ代表  練馬老人クラブ連合会会長 

            社団法人東京都老人クラブ連合会副会長 

増田 時枝 

4 公募委員      （旭丘在住） 加藤 雅子 

5 公募委員      （桜台在住） 岸   肇 

6 公募委員      （中村南在住） 木田 正吾 

7 公募委員      （旭丘在住） 小島 由紀子 

8 公募委員      （小竹町在住） 篠   景子 

9 公募委員      （中村南在住） 松尾 千賀子 

（敬称略・五十音順） 
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Ⅵ 認知症予防検討委員会検討経過 
会議名 検討内容 日時 場所 

第1回 

認知症予防検討委員会

１ 検討委員会設置の趣旨 

２ 認知症予防事業概要（案） 

３ 東京都老人総合研究所地域型認知症 

  予防プログラム導入について 

４ モデル地区について 

５ 検討の進め方 

     地域懇談会の設置 

     今後のスケジュール 

６ その他 

認知症予防研修会お知らせ 

4月27日（水） 

午後2時～4時 

西庁舎 7階 

第2委員会室 

  

第1回 

認知症予防作業委員会

１ 「認知症予防事業」地域調査 

（１）認知症予防対策高齢者生活実態調査 

（２）地域の活動団体調査 

（３）活動実施のための地域資源調査 

（４）認知症予防に向けた地域づくり 

２ その他 

（１） 関係者向け認知症予防研修会報告 

（２） 認知症予防地域懇談会委員について 

5月26日（木） 

午後2時～4時 

東庁舎 ４０１ 

第1回 

認知症予防地域懇談会

１ 地域懇談会設置の趣旨 

２ 「認知症予防事業」概要（案） 

３ 「認知症予防事業」地域調査 

（１） 認知症予防対策高齢者生活実態調査 

（２） 地域の高齢者活動団体実態調査 

（３） 活動実施のための地域資源調査 

４ 課題の提示（地域の活動団体実態調査）

6月4日（土） 

午後2時～4時 

東庁舎 3階 

介護予防担当課

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ室 

第2回 

認知症予防作業委員会

１ 練馬区認知症相談体制 

（１） 認知症相談体制検討の意義 

（２） 相談体制の確立 

２ 認知症予防の啓発 

（１） 痴ほうケアシステム検討委員会報告確

認 

（２） 平成17年度練馬区における認知症（予

防）啓発活動 

（３） 認知症予防の啓発 

３ その他 

    第１回認知症予防地域懇談会報告 

6月16日（木） 

午後2時～4時 

東庁舎 ６０５ 
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第2回 

認知症予防地域懇談会

１ 練馬区認知症相談体制 

（１） 認知症相談体制検討の意義 

（２） 区民からみた相談体制の現状と課題 

（３） 練馬区相談体制の現状 

２ 認知症予防の啓発 

（１） 平成17年度練馬区における認知症（予

防）啓発活動 

（２）認知症予防の啓発 

３ 地域における活動団体実態調査報告 

6月25日（土） 

午後2時～4時 

東庁舎 3階 

介護予防担当課

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ室 

第３回 

認知症予防作業委員会

１ 再検討課題 

（１） 認知症予防推進員の創設 

（２） 練馬区認知症相談体制 

２ 認知症予防検討委員会報告書骨子（案）

３ その他 

（１） 第２回認知症予防地域懇談会報告 

（２） 認知症予防講演会の広報 

7月4日（月） 

午後2時～4時 

東庁舎 ６０５ 

第2回 

認知症予防検討委員会

 

●検討（案）のまとめ 

●今後の取り組みについて 

 

7月21日（木） 

午後3時30分 

～5時15分 

東庁舎 ６０５ 
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Ⅶ 資料編 
 

  資料１ 痴ほう性高齢者施策の今後の方向性 

（練馬区痴ほうケアシステム検討委員会報告書より） 
 

  資料２ 東京都老人総合研究所方式の導入について 

 

  資料３ 認知症予防に向けた地域づくり 

   

資料４ 認知症予防事業スケジュール（案） 

 

  資料５ 「認知症予防事業地域調査」概要 

 

  資料６ 痴ほう相談の現状と課題 

（練馬区痴ほうケアシステム検討委員会報告書より） 
 

資料７ 認知症相談の体制（案）（平成 18年度以降） 

   

  資料８ 用語説明 

 



 

痴ほう性高齢者施策の今後の方向性 
（練馬区痴ほうケアシステム検討委員会報告書より） 

 
  練馬区痴ほうケアシステム検討委員会では、練馬区の痴ほう性高齢者施策の今後

の方向性を以下のようにあげている。 
 

 
（１）痴ほうに関する広報・啓発 
① 練馬区独自の痴ほうに関するパンフレット（医療機関リストを含む）を作

成するとともに、痴ほうに関する特集記事を区報に掲載する。（平成 17 年
度実施予定） 

② 高齢者施策を実施する全ての所管で、痴ほうに関する広報・啓発に取り組

み、充実させる。 
③ 現行の痴ほうに関する正しい知識習得、理解を深めることを目的とした痴

ほう予防教室、家族介護教室について、開催の目的、内容、開催時期等の

全体的な調整を図り、定期的に区内全域で対象者を明確にして開催する。 
④ 痴ほう性高齢者対応施設（グループホーム等）のある地域を啓発モデル地

域として、地域住民の痴ほうに関する正しい知識習得と理解を深め、「住民

力」を高めていく取り組みを検討する。 
⑤ 児童、生徒と痴ほう性高齢者との交流機会の拡充について検討する。 

  
（２）痴ほう性高齢者の発見 
① 高齢者の実態把握、見守りネットワーク、よりあいひろば等の事業におい

て、痴ほう性高齢者発見を目標の一つとして実施し、痴ほうを早期に発見

する体制を充実する。 

② 痴ほうの啓発については高齢者健診などにおたっしゃ21等の問診票を同封

するなどして、予防や早期発見に努める。 

③ 医療と福祉の連携を強化し、かかりつけ医、痴ほう専門医による痴ほう性

高齢者の早期発見を推進する。 

④ ひとりぐらしの高齢者等実態調査、高齢者集合住宅の安否確認等で発見さ

れた痴ほう性高齢者を適切に見守っていくケアシステムを確立させる。 

  
（３）痴ほう相談 
① 総合福祉事務所が専門的な痴ほう相談（高齢者に対する虐待を含む）を担

う部署となり相談体制を確立する。また、痴ほう相談に関わる研修を充実

する。 
② 地域の介護相談窓口である地域型在宅介護支援センターの体制の強化と、 

痴ほう相談に適切に対応できる人材の育成を図る。 
③ 総合福祉事務所で実施している医師による痴ほう専門相談を充実する。 

資料１ 



 

 
（４）痴ほう予防 
① 痴ほう予防を主体とした事業を実施するため痴ほう予防プログラムを検 
討する。痴ほう予防検討委員会を立ち上げ、モデル地区を選定し、痴ほう

予防対策高齢者生活実態調査を行い、それに基づき今後の痴ほう予防事業

を展開する。（平成 17年度実施予定） 
② 現在の高齢者事業を痴ほう予防の視点を取り入れて見直す、特に虚弱高齢

者を対象にした、いきがいデイサービス、よりあいひろばは、可能な場所

から痴ほう予防機能を充実する。 
 

 



 

東京都老人総合研究所方式の導入について 
 
（１）東京都老人総合研究所「地域型認知症予防プログラム」について 

        認知症発症の遅延化を狙いとし、高齢者と地域住民が主体的に活動に取り

組んでいけるよう支援するプログラムである。認知症に移行する前に低下す

る「エピソード記憶」、「注意分割」、「思考力(主として計画力)」などの知的機
能を積極的に使うことと有酸素運動とを習慣化し、維持するための活動であ

る。 
●地域型認知症予防プログラム概要 
（「介護予防完全マニュアル」財団法人東京都高齢者研究・福祉振興財団 東京

都老人総合研究所 鈴木隆雄／大渕修一 監修より抜粋） 
 

目的 認知機能を刺激する料理・旅行・パソコン・園芸などの知的活動プログラムを実施す

ることで認知機能を維持し、運動習慣を合わせて、認知症発症を抑制・遅延化する 
効果 ① グループ活動を通して、認知症の発症を遅らせる 

② 認知症予防プログラムの活動を通して、地域づくりができる 
対象者 地域高齢者の約 2割から 3割いると考えられる認知症リスク群の高齢者を含めた、健

康な高齢者 
プロ 
グラム 

運動プログラム（ウォーキング） 
知的活動プログラム（料理、旅行、パソコン、園芸、ミニコミ誌） 

参加人数 １グループ１０名程度（認知症リスク群に含まれる参加者２、３名を含む） 
ファシリテーター １～２名 脳機能の推進・グループワーク スタッフ 
インストラクタ－、サポーター １～２名 プログラムの支援 

頻度 週１回・１年間（１年後にはグループ活動を自立化する） 
時間 １回９０分 

内

容 

会場 １０名程度で話し合いのできる場所（同じ場所が望ましい） 
パソコン・園芸・料理に関しては、実習できる施設・設備が必要 

特徴 軽度認知障害をもつ高齢者と健常な高齢者が自立的に活動し、地域への啓発や活動の

普及の担い手になることを目指す 
 
●ファシリテーターとは 
認知症発症遅延のために有効と思われる行動を習慣化するために、行動変容理論とグル

ープワークの技法を学び、地域型認知症予防プログラムの活動を支援する。活動を指導す

るのではなく、参加者に有酸素運動や知的活動の効果やその達成方法についての情報を提

供し、それにもとづいて参加者が行う意志決定を尊重する。また、プログラムの活動が楽

しく、達成感が得られるように支援し、さらに参加者同士がお互いを受け入れ、協力して

目標を達成できるよう相互の理解を深めるグループワークを行う。グループが自立して活

動が継続できるように支援し、自立後もときどき活動をモニターし、助言を行う。 
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    （２）東京都老人総合研究所「地域型認知症予防プログラム」を選択した理由 
 
①プログラムの根拠の存在 
研究結果に基づきプログラムを構成しているアプローチ方法である。 

 
    脳の代償機能（ある課題を行なっているとき、軽度の認知症の方は、正

常な高齢者が使わない脳の部位を使っている） 
          認知症の認知的障害を補うことが可能。 
          
          認知症の予防が可能と考えられる。 

※ 認知症になる前の段階で落ちる能力（エピソード記憶、思考力や計画力、

注意分割機能）を鍛えることが合理的である。 
 
②行動変容を促すアプローチ 
「認知症予防」は、高齢者の認知症予防に効果的な生活習慣（有酸素運動と

知的な活動習慣）を身につけることが必要である。本プログラムは、行動変容

を促すプログラム設定になっている。 
 
③個々人の役割を認め、支えあう活動 
個々人の能力・状況に応じた役割をもちながら活動・参加することは、本人

の意欲を高め、主体的な取り組みを促し、認知症予防に効果的であると考えら

れる。 
本プログラムにおいては、認知症予備群と考えられる軽度認知障害をもつ高

齢者のみを対象としていない。認知機能が低下していない健常な高齢者と軽度

認知障害をもつ高齢者がともに認知症予防に取り組む。それにより、お互いの

役割を認識しながら、支え合う関係性を育て、参加者同士の交流を図ることに

つながる。 
 
④地域での主体的で継続した活動展開をめざす 
本プログラムは、グループが１年程度で自立して活動できるようになること

を目的としている。このように、自主グループ化を図ることにより、地域での

主体的で継続した活動展開が可能となる。 
     



 

認知症予防に向けた地域づくり 
   
認知症予防を具体的に地域で展開していくためには、認知症予防に向けた地域づ

くりが重要である。 
 
（１）地域づくりのめざすところ（理想とする地域イメージ） 

① 「認知症予防」の考え方、取り組みが広く地域において理解されている 
② 地域の高齢者が主体的に継続して認知症予防活動をしている 
③ 認知症予防を理解する住民が地域に存在し、予防活動を支援している 
④ 地域に認知症予防に有効な活動の拠点がある 
⑤ 認知症予防の活動が当事者だけでなく、地域との交流をもちながら（地域
貢献含む）展開されている 

⑥ 活動しているグループ同士が交流を持ち、お互いを支えている 
 
（２）認知症予防推進員制度の検討 
   

①認知症予防推進員 
    ・前記の地域づくりのめざすところを実現させるために、地域で認知症予防

活動を推進する役割を担う方を区民に呼びかけ、公募する。 
    ・研修会を開催し、「認知症予防の地域での取り組み方」「推進員の役割」な

どについて基礎的な理解を身につけられるよう育成する。 
    ・認知症予防推進員名簿に登録される（非公表）。 
    ・個々の地域高齢者のニーズに応じて、公的機関（在宅介護支援センターな

ど）を通じ、個別訪問などを行う。 
②役割   
下記の役割をもち、認知症予防に向けた地域づくりの要となる。  
   
・情報の届きにくい方（軽度認知障害のある方、外出に困難がある方など）

に対し、個別訪問して認知症予防に関する情報（認知症予防に関する啓

発、活動のお知らせなど）を届ける。 
※対象者との信頼関係を築くことが前提 

・必要に応じて、総合福祉事務所・保健相談所・在宅介護支援センターな

どの保健医療福祉関連機関につなげ、パイプ役となる。 
・認知症予防に向けた地域づくりに関する研鑽を積むために、ワークショ

ップなどを自主的に継続開催し、地域における活動展開の推進役となる。 
・情報の提供から継続的な活動展開まで、地域型在宅介護支援センターと

の連携にて行う。 
※平成 17年度は、モデル地区調査から関わる。 
※平成 18年度以降も継続して推進員として活動する。 
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資料４
認知症予防事業スケジュール（案）



 

 

「認知症予防事業地域調査」概要 
 
（１）認知症予防対策高齢者生活実態調査 
 

①目的  
練馬区の実情に合わせた効果的な「認知症予防事業」を展開するため、その

基礎となる認知症予防に関連する高齢者の生活実態を把握するとともに、モデ

ル地区においては、地域展開の基礎を形成する。そのため、「区全体調査」と「モ

デル地区調査」を行う。また、調査を通じて「認知症予防」に関する啓発を図

る。 
 

②実施内容 

（ⅰ）区全体調査 

   （ア）目的  練馬区全体の認知症発症にかかわるリスクとなる生活習慣や健

康問題の把握   

   （イ）対象   練馬区全域で 65 歳以上の高齢者２千人 

（ウ）抽出方法 ４総合福祉事務所管轄ごとに、高齢者人口比で無作為抽出 

   （エ）調査方法 郵送法（往信、返信とも） 

   （オ）調査項目 

性別、生年月日、教育年数、家族構成、身長、体重、歩行能力、手

段的日常生活能力、生活習慣（食生活、睡眠、運動）、旅行頻度、趣

味活動、相談窓口、調査結果報告の希望の有無など 

（カ）調査結果の取扱い 

    ・個人調査結果報告 

調査の中で個人に対する結果の報告を希望する者に対して、郵送

で報告を行う。内容は、個人調査結果（認知症のリスクに関わる各

項目についての個人の結果とそれに対するコメントをつけたもの）

とする。このような調査結果のフィードバックは、調査の対象とな

った高齢者が自分の生活を見直し、改善すべき点に気づき、認知症

予防に効果的な生活習慣にかえていくよう促す目的で行う。 

      ・区全体の調査結果 

        区全体の認知症発症にかかわるリスクとなる生活習慣や健康問 

題の傾向について区報、報告会などによりお知らせする。 

      

（ⅱ）モデル地区調査 

   （ア）目的  

今後の地域展開の核となる認知症予防推進員の育成、認知症予防推進 

員による情報を届けるシステムの形成などを通して今後の他地区での
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地域展開の仕方の基礎にする。 

（イ）対象 モデル地区（練馬総合総合福祉事務所管轄内）内、65 歳以上の高

齢者１千人 

（ウ）抽出方法 モデル地区内において調査員の居住地の近隣地域より抽出 

（エ）調査方法 認知症予防推進員による個別訪問、聞き取り調査で行う。 

※ 調査員は、区民の中から、以下の２つの条件を満たす者を選出す

る。 

・認知症予防推進員研修会に参加し、「認知症予防の地域での取り組み

方」「推進員の役割」などについて、基礎的な理解を有するもの。 

・調査員研修会に参加し、「接遇の仕方」と「プライバシーの保護」な

どについて理解し、「調査実施・遂行」の能力があると思われる者。 

   （オ）調査項目 

今後の事業展開に向けて、上記の区全体調査の調査項目に、認知症

予防プログラムへの参加意向や今後の情報提供の希望の有無などの

項目を加える。 

   （カ）調査結果の取扱い 

・個人調査結果報告 

調査の中で個人に対する結果の報告を希望する方に対して、郵送で

報告を行う。内容は、区全体調査と同様。 

・個人（希望者）に対する情報の提供 

対象者が希望する活動などに関する情報を、認知症予防推進員が個

別に提供する。 

・モデル地区における認知症予防事業の展開の参考資料 

         活動種目の選択、情報提供の方法、自主グループの育成、研修・講

座などに役立てる。 

 

③調査管理事務所を設置する。 

 

（２）地域の活動団体実態調査       

 

①目的    

現在の地域における活動団体の状況を知ることにより、今後の事業展開の 

参考とする。 

②内容   

老人クラブ、高齢者サークル、生涯学習団体などの活動実態調査（活動目 

的、実施内容、場所、参加者、新規の受け入れ状況など） 

③実施方法  

関連部署から地域の活動団体の概略について情報を得、地域懇談会委員、 

認知症予防推進員などの協力を得ながら、聞き取りとアンケートにより調査 

する。 



 

（３）活動実施のための地域資源調査 
 
①目的 

    「地域型認知症予防プログラム」や他の認知症予防活動を進めていくにあた

り、必要な地域資源について調査し活動展開に活用する。 
②内容        

    活動を支援するインストラクター（人的資源；パソコン、園芸、ウォーキン 
グ等のインストラクター）や、活動が展開できる場所（物理的資源；ウォー 
キングコース、園芸活動等の出来る場所）などの調査 
③実施方法           

    認知症予防対策高齢者生活実態調査の結果（高齢者の好む活動など）を 
もとに、認知症予防推進員が、関連部署の協力を得ながら情報収集する。 



 

痴ほう相談の現状と課題 
（練馬区痴ほうケアシステム検討委員会報告書より） 

 
  練馬区痴ほうケアシステム検討委員会では、練馬区の痴ほう性高齢者施策の現状

と課題のなかで痴ほう相談について以下のようにあげている。 
 
 

 痴ほう相談は総合福祉事務所を中心として実施しているが、次の課題がある。 
 
① 家族を始め多くの区民は痴ほうに直面した時、どこに相談したら良いかわ

からない。その結果受診が遅れたり、痴ほう性高齢者を適切に介護できな

い場合がある。 
② 痴ほう相談についての保健福祉相談窓口での連携が不十分である。 
③ 痴ほうケアについて高齢者本人および家族に適切な情報提供と助言が行え

る仕組みを整備する必要がある。 
④ 地域型在宅介護支援センター等、地域単位での相談機能を強化する必要が

ある。 
⑤ 近隣に痴ほう専門医が少ない。 
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資料７認知症相談の体制（案）（平成 18 年度以降） 



 

用語説明 
    用語               説明 
認知症 
 
 
 
 
 
 
 

「ものわすれが激しい」「思った言葉が出ない」「落ち着きがな

くなる」などいくつかの脳の働きが急激に低下し、日常生活に

支障をきたす状態のことをいう。老化現象と思われがちだが、

脳の障害によって起こる病気である。痴ほうの新しい呼び名が

認知症である。「痴ほう」という言葉には、侮蔑的な意味合い

もあり、そのことが誤った印象を生み、早期発見や予防につな

がらない原因になっているという指摘が以前からあった。これ

を受けて「痴ほう」の用語が「認知症」に替わった。 
 

認知症予備群 
 

軽度認知障害や加齢関連認知低下などの認知症になる可能性 
の高い人をさす 
 

加齢関連認知低下 
 

同年齢の方に比べて、記憶機能や注意機能、思考力、言語機能、

視覚空間認知のいずれかが低下している 
 

軽度認知障害 同年齢の方に比べて、記憶機能が主として低下している 
 

エピソード記憶 昨日の夕食に何を食べたかなど生活上の出来事に関する記憶 
 

思考力（計画力） 物事に段取りをつける能力 
 

注意分割機能 二、三のことに同時に注意を配りながら物事をこなす機能  
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